
 

 

 

 

 

２０２４年度会計監査業務委嘱 

 

 

募 集 説 明 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電力広域的運営推進機関 

２０２４年２月 

 
 
 



 

募集説明書 

 

電力広域的運営推進機関 

 

電力広域的運営推進機関（以下、「本機関」という。）は、２０２４年度より高品質かつ効

率的な会計監査が可能な会計監査業務受嘱者を募集することといたしました。本機関の会

計監査業務の受嘱を希望される方は、下記に従いご応募下さい。 

 

記 

 

１．募集する事項 

（１）件  名  ２０２４年度会計監査業務委嘱 

（２）委嘱内容  別紙募集仕様書のとおり。 

（３）選定方式  本機関内に設置した会計監査業務受嘱候補者選定会議において、応募者

から提出された提出書類の内容により受嘱候補者を選定し、理事会で決

定する。 

（４）応募方法    応募者は、見積書、確認事項及び契約書（案）を提出する。見積書の見

積金額は、報酬額（税抜）のみとする。候補者決定にあたっては、支出

計画書（「報酬の額」欄）に記載された金額に当該金額の１０パーセン

トに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が生じた

ときは、その端数金額を切捨てるものとする。）をもって決定価格とす

るので、応募者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免

税事業者であるかを問わず、見積った契約金額の１１０分の１００に

相当する金額を見積書の見積金額に記載すること。 

 

２．応募資格 

（１）当該監査業務に係る監査責任者については、公認会計士の資格を有している者である

こと。 

（２）主たる監査従事者については、公認会計士の資格を有している者であること。 

（３）監査業務の実施者は、公的法人及び企業会計基準に関する十分な知見を有し、監査業

務に係る情勢・情報を適時提供可能な者であること。 

 

３．応募者の義務 

この募集に参加を希望する者は、見積書（様式）及び確認事項（別紙を参照）を作成し、

これを提出期限内に提出しなければならない。 

また、受嘱者決定までの間に本機関の職員から当該書類に関して説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。 

 



 

４．スケジュール 

２０２４年２月 ８日（木）  募集 

２０２４年２月１９日（月） １５時迄 問い合わせ締切 

２０２４年２月２６日（月） 迄 問い合わせに対する回答を公表 

２０２４年３月 ４日（月） １５時必着 提出書類の提出締切 

２０２４年３月１１日（月）  会計監査業務受嘱候補者選定会議 

２０２４年３月２１日（木）  受嘱者決定、決定結果通知 

２０２４年３月下旬  契約書締結 

 
 ※契約書（案）を提出して頂きますが、

締結の前に本機関の内部規程に照ら
し調整をさせて頂く場合があります。 

５．提出書類の提出期限及び提出先 

提出書類 

①見積書   １部 

②確認事項  １部 

 ・確認事項の内容については別紙参照。 

③契約書（案）１部 

※②及び③は、別途電子媒体（CD-R等、メール可）でも提出すること。 

提出期限 
２０２４年３月４日（月）１５時必着で必要書類を郵送または持参する

こと。 

提 出 先 

〒１３５-００６１ 東京都江東区豊洲６-２-１５ 

電力広域的運営推進機関 総務部会計室 

２０２４年度会計監査業務委嘱 係 

 

６．確認事項の変更等 

応募者は、提出した確認事項の変更及び取消しをすることができない。 

 

７．応募の無効 

次の各号の一に該当する応募は、無効とする。 

一 「２．応募資格」に示した応募資格のない者による応募 

二 記名押印（外国人又は外国法人にあっては、本人又は代表者の署名をもってかえる

ことができる。）を欠く応募 

三 見積金額を訂正した応募 

四 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である応募 

五 明らかに連合によると認められる応募 

六 提出書類の提出期限までに到着しない応募 

七 虚偽の記載をした応募 

八 その他応募に関する条件に違反した応募 

 

８．受嘱者の決定方法 

本機関内に設置した会計監査業務受嘱候補者選定会議において、応募者から提出され

た提出書類の内容により受嘱候補者を選定し、理事会で決定する。 



 

ただし、受嘱候補者となるべき者の見積金額によっては、その者により当該契約の内容

に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約すること

が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる

ときは、他の者のうち、評価の最も高い者を受嘱候補者とすることがある。 

 

９．監査の対象期間 

   ２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までとする。 

（詳細は契約締結時に決定することとする。） 

 

１０．仕様 

  募集仕様書のとおり 

 

１１．保証金及び契約保証金 

  免除 

 

１２．契約書作成の要否 

  要 

 

１３．支払条件 

   監査対象事業年度の翌事業年度７月に支払うものとする。 

 

１４．見積書 

①支出計画書の項目ごとに可能な限り詳細に記載し、総価を記載すること。 

②見積金額は、報酬額（税抜）のみとする。 

③別料金が発生するものについては条件等明記のこと。 

 

１５．提出書類等に使用する言語及び通貨 

見積書、確認事項、契約書（案）に使用する言語は日本語とし、通貨は日本国通貨に

限る。 

 

１６．受嘱者決定の取消し 

受嘱者決定後であっても、この募集に関して連合その他の事由により正当な募集で

はないことが判明した時は、本機関は受嘱者決定を取消すことができる。 

 

１７．その他 

（１）応募者は、提出した証明書等について説明を求められた場合は、自己の責任において

速やかに書面をもって説明しなければならない。 

 



 

（２）この募集に関して不明な点は、２０２４年２月１９日（月）１５時までに下記問い合

わせ先へ、電子メールで問い合わせることができる。問い合わせへの回答は、２０２４

年２月２６日（月）までに本機関ウェブサイトの本公告上に開示する。 

   【問い合わせ先】 電力広域的運営推進機関 総務部会計室 

メールアドレス：kaikei-o@occto.or.jp 

【ウェブサイト】 トップ ＞ その他 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様 式） 

 

 

年  月  日 

 

電力広域的運営推進機関 御中 

 

住    所 

 

商号又は名称 

 

代表者氏名          印 

 

 

 

見  積  書 

 

 

見積金額  ￥                   

※消費税及び地方消費税を含まない金額 

 

 

内  訳  別添支出計画書のとおり。 

            ※ 見積金額の対象期間は２０２４年４月１日から２０２５年

６月３０日までとする。 

 

募集事項 ２０２４年度会計監査業務委嘱 

 

貴機関の「募集説明書」等の内容を承知の上見積いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別 添） 

 

支 出 計 画 書 

 

【参考記載例】 

区 分 金 額 積 算 内 訳 

報酬の額 00,000,000 

監査見積時間数 

○○○○       時間 

○○○○       時間 

○○○○       時間 

  計         時間 

 

報酬の額 

監査見積時間数に基づき算出した報酬の額は、 

○○，○○○，○○○円 

（消費税等を除く。） 

消費税及び地

方消費税 
 

小計 × １０％ 

（注）小数点以下切り捨てのこと。 

合  計  （注）小計＋消費税及び地方消費税 

   

（参考）   

交通費 000,000 参考として実費（１回あたり／人）を記載（税込） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別 紙） 

 

［確認事項］ 

 以下の内容について確認させて下さい（様式自由）。 

 

１．会計監査業務等 

（１）監査計画概要  ①本機関の特色に照らし、どのような観点で監査に臨むのか、②監

査計画（年間の監査実施日程）を記載。 

（２）監査実施体制  ①監査チームの構成及び監査担当人員とその実務経験等、②審査体

制及びバックアップ体制 

（３）要請事項等   受嘱にあたり本機関に対する要請事項や制約条件等があれば記載。 

 

２．認可法人、独立行政法人、国立大学法人等に関与した業務の実績等 

（具体的な法人名と監査の内容を記載） 

 

３．監査法人等概要 

（１）名称、代表者名、所在地、出資金 

（２）２０２２年度業務収入（営業収益） 

（３）２０２２年度経常利益（当期利益） 

（４）人員（社員数、常勤公認会計士数） 

（５）過去３か年における行政処分等の内容及び件数（公認会計士法第３４条の２１第２項

における業務の全部若しくは一部の停止命令の有無を含む） 

   ・処分等（改善指示を含む。）を受けた場合は、その処分等の内容、具体的な改善策

及び再発防止策を記載して下さい。 

   ・過去３か年の起算日は、確認事項作成の日を起算日とします。確認事項作成日以降

の事例についても報告して下さい。 

（６）会社法第３３７条第３項における欠格事由等の該当の有無 

（７）公認会計士法第２４条、第２４条の２、第３４条の１１及び第３４条の１１の２、並

びに公認会計士法施行令第７条及び第１５条で規定する特別な利害関係等の該当の有

無 

 

４．ワーク・ライフ・バランス等の取り組み（認定を受けている場合は、以下の項目毎に認

定証の写しを提出願います） 

（１）えるぼし認定を受けているか 

（２）くるみん認定（プラチナくるみん認定）を受けているか 

（３）ユースエール認定を受けているか 

 

 



 

５．その他 

（１）貴社の概要を記載したパンフレットがあれば添付願います。 

（２）本件の貴社の問い合わせ先、担当者氏名を記載願います。 

（３）確認事項の作成及び提出に要する費用は、貴社の負担とします。 

（４）虚偽の内容が記載されている確認事項は無効とし、受嘱者の選定についてはこれを

取り消します。 

（５）提出された確認事項等については、返却いたしません。 

 

以 上 


